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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期連結
累計期間

第47期
第１四半期連結

累計期間
第46期

会計期間

自平成27年
１月１日
至平成27年
３月31日

自平成28年
１月１日
至平成28年
３月31日

自平成27年
１月１日
至平成27年
12月31日

売上高 （千円） 3,597,317 3,562,628 12,940,264

経常利益 （千円） 785,547 643,482 2,648,315

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 486,435 423,121 1,705,772

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 645,170 173,870 1,766,272

純資産額 （千円） 16,718,379 17,480,304 17,898,852

総資産額 （千円） 20,482,568 20,658,526 21,593,676

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 53.62 46.35 187.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 53.52 46.21 187.15

自己資本比率 （％） 81.2 84.4 82.7

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年12月の米国利上げを受けて国際的に金融市場が不安定化し

ており、新興国経済の減速懸念や原油価格の下落、中東諸国の地政学リスクへの警戒感など複数の懸念材料を抱え、

国内の企業業績が伸び悩み、景況感は足踏み状態が続いております。

　当業界におきましても、ユーザ企業において先行きに対する懸念から、比較的堅調であった情報化投資にも影響が

及ぶものと予想されますが、一方で、モバイル、クラウド、ビッグデータ、ソーシャルネットワーク、ＩｏＴ

（Internet of Things）等の最新技術を活用した商品開発やサービスの提供に期待が寄せられております。

　このような環境のなかで、当社グループは、システムインテグレータとして、多様化するお客様のニーズにフレキ

シブルに対応するため、業種別ソリューション、アウトソーシング、ネットワークの３つの重点戦略を掲げ、積極的

に営業展開を進めてまいりました。

　具体的には、①ソフトウェア開発業務及びシステム運用業務売上の拡大のための商品開発・商品力強化、②システ

ム運用業務売上の拡大と深耕のための提案活動を重点施策として掲げ、取り組んでまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、商品力強化や生産性向上を目的とした設備投資に係る付随費用

がかさみ収益を圧迫したため、売上高35億62百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益6億44百万円（同14.7％減）、

経常利益6億43百万円（同18.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益4億23百万円（同13.0％減）となりまし

た。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①情報処理・ソフトウェア開発業務

　情報処理・ソフトウェア開発業務としましては、ソフトウェア業務、システム運用業務、ファシリティサービス業

務等により、売上高は31億56百万円（前年同期比0.7％減）、営業利益は5億77百万円（同14.0％減）となりました。

②機器販売業務

　機器販売業務としましては、当社で開発したシステムに必要なハードウェアの販売等により、売上高は3億29百万

円（前年同期比1.1％減）、営業利益は48百万円（同21.3％減）となりました。

③リース等その他の業務

　リース等その他の業務としましては、各種事務用機器のリース、ビル・マンションの不動産賃貸業務により、売上

高は76百万円（前年同期比11.0％減）、営業利益は18百万円（同18.4％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,400,000

計 37,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数(株)

(平成28年 3月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年 5月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 9,350,000 9,350,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 9,350,000 9,350,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 9,350,000 － 1,370,150 － 1,302,350

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   221,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,123,200 91,232 －

単元未満株式 普通株式     5,500 － －

発行済株式総数 　　　　　9,350,000 － －

総株主の議決権 － 91,232 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の数３個）含ま

れております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社東計電算
神奈川県川崎市中原

区市ノ坪150
221,300 － 221,300 2.37

計 － 221,300 － 221,300 2.37

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,494,120 694,619

受取手形及び売掛金 1,902,140 2,145,058

有価証券 224,894 180,501

商品 7,592 6,661

仕掛品 613,121 387,741

繰延税金資産 135,575 170,332

その他 48,210 118,131

貸倒引当金 △1,109 △1,259

流動資産合計 4,424,545 3,701,787

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,167,784 2,134,624

機械装置及び運搬具（純額） 53,002 55,029

土地 4,385,990 4,385,990

その他（純額） 421,695 493,226

建設仮勘定 2,835 3,218

有形固定資産合計 7,031,308 7,072,090

無形固定資産 7,438 7,400

投資その他の資産   

投資有価証券 10,075,622 9,813,245

退職給付に係る資産 8,522 18,026

その他 46,601 46,340

貸倒引当金 △362 △363

投資その他の資産合計 10,130,383 9,877,248

固定資産合計 17,169,130 16,956,738

資産合計 21,593,676 20,658,526
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 438,176 366,315

短期借入金 － 100,000

未払法人税等 533,781 261,610

賞与引当金 242,644 484,614

役員賞与引当金 10,440 －

その他 1,757,246 1,415,749

流動負債合計 2,982,288 2,628,289

固定負債   

役員退職慰労引当金 23,634 23,839

繰延税金負債 681,888 519,079

その他 7,013 7,013

固定負債合計 712,535 549,932

負債合計 3,694,823 3,178,221

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,370,150 1,370,150

資本剰余金 1,344,594 1,344,594

利益剰余金 13,999,344 13,829,102

自己株式 △329,393 △329,393

株主資本合計 16,384,695 16,214,452

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,512,836 1,262,413

退職給付に係る調整累計額 △45,038 △43,869

その他の包括利益累計額合計 1,467,798 1,218,544

新株予約権 45,966 46,919

非支配株主持分 392 387

純資産合計 17,898,852 17,480,304

負債純資産合計 21,593,676 20,658,526
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 3,597,317 3,562,628

売上原価 2,427,748 2,434,471

売上総利益 1,169,569 1,128,156

販売費及び一般管理費 413,726 483,627

営業利益 755,842 644,529

営業外収益   

受取利息 9,415 6,558

受取配当金 29,306 33,055

有価証券売却益 4,728 762

有価証券償還益 10,879 －

デリバティブ評価益 1,156 －

雑収入 3,757 3,351

営業外収益合計 59,243 43,727

営業外費用   

支払利息 151 30

有価証券売却損 28,494 22,536

有価証券償還損 － 21,087

デリバティブ評価損 － 216

雑損失 892 904

営業外費用合計 29,538 44,774

経常利益 785,547 643,482

特別損失   

固定資産除却損 1,474 106

子会社株式評価損 7,327 －

特別損失合計 8,801 106

税金等調整前四半期純利益 776,746 643,375

法人税、住民税及び事業税 307,910 257,291

法人税等調整額 △17,605 △37,040

法人税等合計 290,304 220,250

四半期純利益 486,441 423,125

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 4

親会社株主に帰属する四半期純利益 486,435 423,121

 

EDINET提出書類

株式会社東計電算(E05066)

四半期報告書

 9/15



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純利益 486,441 423,125

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 156,251 △250,423

退職給付に係る調整額 2,477 1,169

その他の包括利益合計 158,729 △249,254

四半期包括利益 645,170 173,870

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 645,164 173,866

非支配株主に係る四半期包括利益 6 4
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（の

れんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日）

減価償却費 120,091千円 119,954千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月25日

定時株主総会
普通株式 498,977 55  平成26年12月31日  平成27年３月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月24日

定時株主総会
普通株式 593,363 65  平成27年12月31日  平成28年３月25日 利益剰余金
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年 1月 1日　至平成27年 3月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務

機器販売業
務

リース等そ
の他の業務

計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）

売上高       

(1) 外部顧客への売上高 3,178,498 332,774 86,045 3,597,317 － 3,597,317

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,965 － 440 2,405 (2,405) －

計 3,180,463 332,774 86,485 3,599,723 (2,405) 3,597,317

セグメント利益 671,279 62,209 22,354 755,842 － 755,842

（注）セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年 1月 1日　至平成28年 3月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
情報処理・
ソフトウェ
ア開発業務

機器販売業
務

リース等そ
の他の業務

計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）

売上高       

(1) 外部顧客への売上高 3,156,908 329,127 76,593 3,562,628 － 3,562,628

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,187 － 533 1,721 (1,721) －

計 3,158,095 329,127 77,127 3,564,350 (1,721) 3,562,628

セグメント利益 577,332 48,944 18,252 644,529 － 644,529

（注）セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 53円62銭 46円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
486,435 423,121

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
486,435 423,121

普通株式の期中平均株式数（株） 9,072,317 9,128,673

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 53円52銭 46円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（千円））
－ －

（うち事務手数料（税額相当額控除後）

（千円））
－ －

普通株式増加数（株） 15,795 28,258

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年５月13日

株式会社東計電算

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野島　 透 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小泉　 淳 　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東計電

算の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平成

28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東計電算及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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